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《論　文》

女性の働き方をめぐる意識と行動の実際

小　渕　高　志

1．はじめに

　一度参入した労働市場から途中退場すること

なく、現在ではそのまま働き続ける女性が増え

ている。しかし、働き続ける女性が増えている

現在においても、子育てをめぐる価値観には出

産や育児期において、働かずにいることの選択

を促すような規定要因が存在する。

　その規定要因とは、「3歳児神話」や各ライ

フ・ステージにおける女性本人の働き方の意識

の変遷などであるが、それがどれくらいの影響

力を持っているのかという点が、本稿における

問題意識である。そして、それらの規定要因を、

年齢、未婚／既婚、子どもの有無、有職／無職

といった属性や学歴などの階層差によって明ら

かにするのが分析の目的である。

　データ分析には、筆者が参加した『福祉と生

活に関する意識調査』〔代表研究者：武川正吾

（東京大学）〕の調査結果を使用した①。本調査

は、独自の質問項目のほかに過去のSSM調査

との比較を意図した設問やISSPや日本人の意

識調査（NHK放送文化研究所）などと比較で

きる質問項目も多数含まれている学術調査であ

るe。

2．ライフ・ステージにおける働き方の意識

　調査結果の分析と考察に入る前に、この20年

間の間に女性の就労がどのように推移している

図1　年齢層別にみた女性の就業人口（時系列比較　単位：万人）
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かを概観しておこう。図1は、1980年から2003

年までの女性の就業人口の実数を5歳刻みの年

齢層別に見たものである。一番はじめに気がっ

く大きな特徴は、M字の谷が20年の間に浅くなっ

ていることである。M字の谷が浅くなることは、

出産や子育て期においても就業を継続していく

女性が増えたことを表している。それでは、M

字の谷に焦点を当てて、各年次を比較してみよ

う。

　M字の谷の底は、1980年には25～29歳｝男にあっ

たが、1990年には30～34歳期がM字の谷の底と

なっている。そして、2003年のM字の谷は、35

～39歳のところが底となっている。このように、

かっては20代後半期と若年世代にあったM字の

谷の底が、30代前半、30代後半へと年次を経る

ごとに移り変わっていく傾向が見られる。

　この傾向は、晩婚化による影響を受けている

ためとの指摘を受けて久しいが、結婚期から出

産期における就業人口に注目してみた場合、

1980年ではM字の谷の底だった25～29歳期が、

2003年においてはM字の峰の最初の頂上となっ

ている。これは、女性の高学歴化により、労働

市場への参入の時期が遅くなっていることの現

れであろうか。

　また、1990年と2003年とでM字の峰の頂上を

比較してみた場合、就業人口の全体数は2003年

のほうが1990年時点よりも増加しているにもか

かわらず、2003年の2っのピークとも1990年の

それぞれのピークを超えてはいない。そのかわ

り、M字のピークの間隔は、2003年のほうが

1990年よりも広くなっている。2003年のM字は、

1990年に比べて、峰と峰との間が開いた幅広の

M字になっている。

　ちなみに、1990年のM字のピークは、20～24

歳期と40～44歳期で、年齢にして20歳分の間隔

であった。いっぽう、2003年のM字のピークは、

25～29歳期と50～54歳期で、年齢にしてその間
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隔は25歳分に広がった。わずか5歳分の違いで

はあるが、M字の2番目のピークどうしの比較

をすると、その差は10歳分になる。時系列の推

移を見れば、M字の底がボトムアップし台形に

近づいていることから、一度参入した労働市場

から途中退場することなく、現在ではそのまま

働き続ける女性が増えているのだといえる。

　しかし、働き続ける女性が増えている現在に

おいても、子育てをめぐる価値観には出産や育

児期において、働かずにいることの選択を促す

ような規定要因が存在する。というのも、20代、

30代の女性においても、まだ根強く「3歳児神

話」が残っているからである（図2参照）俗。

　「3歳児神話」とは、「子どもが幼いうちは、

母親が育てるべきで、小さいうちから保育園に

あずけるのは、子どものためにならない」といっ

た子育てに関する考え方である。設問では、

「子どもが3歳になるまでは母親が育てるべき

だ」という考え方に対しての賛否を尋ねたとこ

ろ、図2のような結果となった。賛成と反対と

の意見の比率は、「賛成」が35．9パーセント、

「どちらかといえば賛成」が40．5パーセント、

「どちらかといえば反対」が10．0パーセント、

図2　「子どもが3歳になるまでは母親が育てるべきだ」

　　20～30代女性における子育て意識（3歳児神話）
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「反対」が13．6パーセントであった。「どちらか

といえば…」を合算した全体の賛成と反対との

比率は、賛成が76．4パーセントで、反対が23．6

パーセントと、圧倒的に賛成意見が多数派をし

める。

　ところで、「3歳児神話」は、「3歳までの子

どもは、母親の手で育てる必要がある」という

社会通念としてまとめあげられるが、それは母

親や父親ばかりではなく、子どもを持たない人

たちの間でもよく知られていることである。さ

らに、この社会通念は、子どもと一緒にいられ

ない働く母親たちを心配させるほどの効果ももっ

ており、女性の就業行動に一定の影響力を及ぼ

している④。

　っまり、女性が出産を機に仕事を辞めるとい

う選択の背景には「3歳児神話」が関係してお

り、子どもの就学といったその後のライフ・ス

テージに立ったとき、パートタイムであれフル

タイムであれ、ふたたび労働市場に参入するか、

あるいは、育児や家庭責任とのかねあいから専

業主婦を続けるかという行動を選択する際の規

定要因となっていると考えられる。

　では、結婚や出産、育児といったライフ・ス

テージにおいて、女性はどのような働き方を意

識しているのだろうか。その疑問を探るために、
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女性の働き方として望ましいかたちを尋ねてみ

た。質問文は、「問26一般的に言って、あな

たは、女性の働き方として、どういうかたちが

最も望ましいと思いますか？　次のそれぞれの

場合にっいてお答えください（それぞれ○は1

っ）」というものである。そして、それぞれの

場面は、結婚後の出産と子育て期のライフ・ス

テージを4つの場面に分けて、次の4つの選択

肢から意見を訊いた。その選択肢は、「1　フ

ルタイムで働く」、「2　パートタイムで働く」、

「3　専業主婦」、「4　何とも言えない」であ

る。ただし、「4　何とも言えない」は欠損値

として集計には含めていない。

　集計の結果を図3にまとめてみた。「①結婚

して子どもがいない場合」は、「フルタイムで

働く」が79．8パーセントともっとも多く、次に

「パートタイムで働く」が19．6パーセントとなっ

ているが、「専業主婦」は1パーセントに満た

ない0．6パーセントとなっている。

　次に、「②未就学の子どもがいる場合」に目

を向けると、「専業主婦」が圧倒的に増加し、

62．3パーセントとなる。そして、「パートタイ

ムで働く」は30．7パーセントに増加するものの、

「①結婚して子どもがいない場合」には80パー

セントに手が届きそうだった「フルタイムで働

図3　女性の働き方として望ましいかたち（集計対象：20～30代女性）

①結婚して子どもがいない場合（494人）

②未就学の子どもがいる場合（469人）

③末子が小学生の堪合（479人）

④すべての子どもが成人し離家した場合（447人）
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く」は、「②未就学の子どもがいる場合」にお

いては、7．0パーセントにまで減少する。

　「③末子が小学生の場合」では、「専業主婦」

が15．4パーセントに減少するものの、「パート

タイムで働く」が74．7パーセントに急増する。

そして「フルタイムで働く」は、9．8パーセン

トと、「②未就学の子どもがいる場合」のとき

の7．0パーセントから、ほぼ横這いの数値を保っ

ている。その結果の背景には、一番下の子の小

学校への入学を待ってからパートタイムでの再

就職を果たすというイメージが連想されるが、

それは子育てと家庭責任に重点をおくという意

識があるためであろう。

　子育てと家庭責任に重点を置くという意識も、

「④すべての子どもが成人し離家した場合」に

は軽くなるためか、「フルタイムで働く」が

61．5パーセントに増加し、「専業主婦」は3．4パー

セントに減少し、「パートタイムで働く」も

35．1パーセントまで減少する。

　女性の働き方には、このように子育てと家庭

責任との意識があるため、働くことと働かない

ことの選択においては、葛藤が生じる。そして、

働くことの選択をした際でも、フルタイムかパー

トタイムかというその働きかたの選択において

も、さらに葛藤が生じる結果となっている。

　そして、その子育てと家庭責任との意識が軽

くなる「すべての子どもが成人し離家した場合」

に、多くの女性は、再びフルタイムでの働き方

を選択することになるが、すべての子育てを終

えた年代の多くの女性が望むフルタイムの職に、

どれほどの人が希望通りに就いているのであろ

うか。あるいは、フルタイムでの職を失わない

ために出産や子育て期においても就業を継続し

ているとしたら、それは働かないことの選択肢

の先細りでもある。

　たびたび改正が重ねられてきた男女雇用機会

均等法以後、産休や育児休暇の法的な整備は整
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いっっある。しかし、実際にはそれらを取得す

ることの難しさが指摘され、また、取得後にも

との部署に復帰できなかったというケースが報

告され、人事の問題点が指摘されている⑤。こ

うした女性に厳しい労働環境のもとで就労を継

続することは、退出と再参入とを自由にできな

いために、選択肢の幅が狭まっているといえる

だろう。

3．子どもをもつ既婚女性の就業率

　事実、子どもをもっ既婚女性の就業率は高い。

図4⑥に示したように、どの年代においても有

職者の割合は4割を超え、50代でも62．0パーセ

ントに達している。注目すべきは、子育て期の

途中でもある40代において、74．5パーセントの

女性が職に就いているということである。この

40代の有職者の割合は、各年代の有職者の割合

をはるかに上回るものであり、2番目に高い50

代の有職者の62．0パーセントを、12．5ポイント

上回る非常に高い値となっている。

　有職者と無職者との割合の差において、30代

と40代との有職者には25．9ポイントの差がある

が、両世代の割合の差には統計的に有意な関連

が見られた⑦。両世代は、それぞれ子育ての負

担が大きい期間であるが、それでも30代よりも

40代の方が、有職率が高いといえる。

　ただし、年齢ごとにその就労の形態を見ると
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図5　子どもをもつ既婚女性の形態別就労率
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図5⑱のようになり、そこからフルタイムとパー

トタイムという2っの形態を、かならずしも自

由に選べているとはいえない状況が見受けられ

る。そのことを検証するためにグラフを詳しく

見ていくと、20代ではフルタイムが49．1パーセ

ントで、パートタイムが35．1パーセントである。

30代ではフルタイムが51．8パーセントで、パー

トタイムが31．0パーセントである。このように、

20代と30代とでは、フルタイムとパートタイム

とは、5対3の比率になっている。

　いっぽう、40代ではフルタイムが38．3パーセ

ントで、パートタイムが40．0パーセントとなり、

40代ではわずかの差でパートタイムがフルタイ

ムを上回る。50代ではフルタイムが37．1パーセ

ントで、パートタイムが34．8パーセントと、僅

差でフルタイムがパートタイムを上回る結果と

なっている。とはいえ、いずれにしても40代と

50代とでは、フルタイムとパートタイムとは、

おおむね4対4あるい・は4対3の比率となり、

20代と30代とに比べてフルタイムの就労は、1

割以上減少する％

　このように、未就学の子どもを抱える30代に

おいて、40代や50代よりもフルタイムでの就労

が多いことからe、図3で見た「女性の働き方

として望ましいかたち」におけるライフ・ステー

ジごとに異なるフルタイムとパートタイムとい
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う2っの就労形態の希望と、実際の就労形態の

状態とには、大きなギャップがあるのではない

かといえる。

4．子どもをもつ有職既婚女性の主な職種

　では、子どもをもつ有職既婚女性は、それぞ

れどのような職種に就いているのだろうか。図

6では、子どもをもっ有職既婚女性の30代と40

代に絞って集計したものであるo。これら2っ

の年層を取りあげて比較したのは、30代の多く

が未就学の子どもを抱える年代であり、育児と

家庭責任とに大きな負担があることからである。

そして、小学校に就学した子どもを抱える40代

であっても、育児と家庭責任との負担は重いで

あろう。そのために、有職者であったとしても、

その働き方の選択においては育児と家庭責任と

に重点を置いた選択となると考えられる。その

ことが、30代と40代との職業分布の差に現れて

いるか、確認してみたい。

　数値を詳しく見る前に、結論を先取りしてお

くと、30代と40代とにおける職業分布において、

統計的に有意な差が認められている0。それで

は、実際に、30代と40代とで比べてみよう（図

6）。まず、サービス職では、30代が14．9パー

セントで、40代が16．0パーセントである。サー

ビス職においては、両年代ともに大きな差はな

い。販売職については、30代が14．0パーセント

図6　子どもをもつ有職既婚女性の主な職種
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で、40代が18．6パーセントである。販売職にお

いは、40代の方が30代よりも、4．6ポイント多

い。そして、より差が広がるのは、専門職にお

いてである。専門職は、30代が22．4パーセント

に対し、40代が15．1パーセントである。このよ

うに、専門職は、30代に比べて40代では7．3ポ

イント少なくなっているze。そのかわり、40代

では30代よりも、非熟練職が多い。30代では

9．6パーセントだった非熟練職は、40代では18．2

パーセントとなり、ほぼ2倍の多さである。ま

た、事務職は、30代が39．0パーセントで、40代

が32。1パーセントである。事務職も、30代に比

べて40代では6．9ポイント少ない。

　このように、子どもをもっ有職既婚女性を30

代と40代というように年層ごとに比べたとき、

30代よりも40代において減少する職種は、専門

職や事務職であった。そして、30代よりも40代

において増加する職種は、サービス職や販売、

非熟練職といった職種であった。これは、結婚

や出産を機に退職したあと、再び労働市場へ参

入することが多いと考えられる40代においては、

ブランクや年齢的な要素から、元のスタート地

点から復職できる可能性は少なくなっているこ

とを示す結果として読みとれる。あるいは、20

代、30代と無職であった人が、40代において初

めて就く職種が、専門的、技能的労働であるこ

とはきわめて難しいというのが現実であろう。

そのため、40代では30代よりもパート比率が高

くなっているのである（図5参照）。

5．就労と家族状況

～親との同居は就労を促すか～
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　ここまでは職種ごとの就労状況を見てきたが、

そもそも家族内において自分以外に家事の担い

手がいる場合といない場合とでは、就労のしや

すさに影響があるのではないだろうか。そして、

就労の決定を左右する要因として、一番下の子

どもが就学しているか未就学かということも、

本人にとっては重要な事柄であると考えられる。

また、高学歴者ほど労働市場で職業キャリアの

継続が容易であるため、結婚や出産といったラ

イフ・ステージにおいても職業キャリァを継続

させた地位達成が可能であろうし（産休や育休

の取得可能性）、たとえ中断したとしても再出

発のスタートラインは比較的高いところに設定

されているといえるe。

　こうしたことから、本人の学歴と末子年齢、

自分以外の家事の担い手となる家族の存在（自

分の父母や夫の親との同居）が、どのくらい本

人の就労に関係しているかを分析してみよう。

そのために、20～40代の既婚女性における職の

有無を被説明変数としたロジット分析を行った

（表1）。この場合の変数の投入は、「有職」＝

1、「無職」＝0としている。その際の説明変

数は大きく分けて次の2種類のものである。そ

れは、本人と子どもに係わる変数で、ます、本

人の学歴であるが、「義務教育卒」＝1、「高等

学校卒」＝2、短大・大学・大学院卒＝3とし

て投入している。そして、末子年齢は実数を投

入している。次に家族変数は、「本人の父母と

表1　親との同居は就労を促すか（親同居と就労とのロジット分析）

定オッズ比の信頼区摺有意説明変数
（共変量）

係数
　B

推　定
オッズ比 上限 下限　　水準

本人の父母との同居
配偶者（夫）の父母との同居

65歳以上の世帯員の有無

　　　　定数

2，046

】，282

－
】，64】

1，012

7，738

3，603

0，194

2，751

5，762

2，731

0，161

10．391＊

4．752＊

0．233＊

被説明変数：20～40代既婚女性における職の有無

NagelkerkeのR2乗0．197　　変数の投入はWald法による

＊：P＜0．Ol
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の同居」、「配偶者（夫）の父母との同居」、「65

歳以上の世帯員の有無」であり、これらはいず

れも同居を1、非同居を0として投入している。

　それでは、結果を考察していこう。変数の投

入方法は、Wald法を用いたため、有意なもの

のみが出力されている。残った変数を見てみる

と、「本人の父母との同居」、「配偶者（夫）の

父母との同居」、「65歳以上の世帯員の有無」の

家族変数であり、「本人学歴」と「末子年齢」

は除外されてしまった。そのため、これらの変

数への直接的な考察はできないが、学歴や子ど

もの年齢は本人の就労にあたってはあまり説明

力を持っていないと見ることができる。

　そして、本人の就労にもっとも大きな説明力

を持っているのは、「本人の父母との同居」で

あり、係数Bは2．046であった。自分の親と同居

することで家事を肩代わりしてもらえる分だけ、

就労にっながりやすいということであろう。そ

れはまた、夫の親との同居においてもいえるこ

とで、「配偶者（夫）の父母との同居」の係数

Bは、1．282であった。ただし、「65歳以上の世

帯員の有無」では、係数Bが一1．641と負の影
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響力を示している。

　これらを考察すると自分や夫の親との同居は、

家事を肩代わりしてもらえる分だけ就労にっな

がりやすいといえるが、同居する親が高齢であ

る場合や祖父母との同居の場合は、家事の肩代

わりを期待できないため、あるいは介護の必要

性などから就労に結びっかないことが考えられ

る。

　この分析では、家族状況による就労への結び

っき安さを計量的に比較することを試みたが、

その反対に就労することを選択したことで出産

を控えるといった影響が、家族状況に見られる

のではないか。次に子どものいる割合を年層別

に比較してみたい。

　図7は、年層別に子どものいる割合を、仕事

の有無によって比較したものである。このグラ

フを見てみると、20代の有職者で子どものいる

割合は53．3パーセントに対し、20代の無職者で

子どものいる割合は72．3パーセントと、19ポイ

ントも無職者の方が高い。なお、この値をカイ

2乗検定したところ5パーセント水準で有意だっ

たため、20代での有職者と無職者とでは、子ど

　　図7　年層別に見た既婚女性における子どものいる割合（有職・無職者間比較）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊：xl検定5％水準で有意

猟

30代（有職141人）

　　（無職145人）

7．9

90．3

賦罐瓢已一一一一一一一一嘩

50代（有職246人）

　　（無職155人）

559

92

蝋麟鵠一一一一■一一■μ脳
　　　　　　　＊
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もの有無に大きな差があるといえる。

　30代、40代、50代においては、有職・無職と

もに有意な差は見られない。ところが、60代に

おいては、有職者で子どもがいる割合は96．4パー

セントなのに対し、無職者では87．7パーセント

と、有意に低くなっている。また、20代とは逆

に60代では、無職者よりも有職者の方で、子ど

ものいる割合が高くなっている。

6．就労と人生観をめぐる意識

　図8は、「充実した人生を送るには、子ども

を持たなければならない」tiという意見に対す

る賛否を、20代から40代までのそれぞれの年層

ごとに、仕事の有無で分けてみたものである。

仕事の有無に関わらず、20代から40代において、

おおむねのところ賛成が4割、反対が6割とい

ように、反対意見が大勢を占めている。

図8　「充実した人生を送るには、子どもを持たなければならない」

　　（既婚女性を対象とした年層別比較）

　有職（45人）　　　賛成422％　　　　　　　反対578％
誓
cv

撫…人・Pt＝＝＝コ
　有職（141x）［＝：口：＝＝：三＝＝二］
弩
n 無篇（鰍）［＝：Pt［＝：：三i＝＝＝コ

硫・278人・巳＝：［＝＝亟＝＝＝コ　．
ぎ
マ

熊・97人・一コ
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図9　「人生が意味のないものに思えたり、嫌になることがある」

　　（既婚女性における厭世観）　＊：ピ検定10％水準で有意

　有職（45人）　　　　ある444％　　　　　　　ない556％
弩
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暑

輩
O
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No．25

　ちなみに、各年層において有職者よりも無職

者の方で、賛成意見が少なく反対意見が多い傾

向が見られるが、有意な差ではない。このよう

なことから、仕事の有無によって子どもにまっ

わる基礎的な人生観に違いはないといえるだろ

う。

　図8では、子どもの有無による人生観の比較

を行ってきたが、人生の充実感や生き甲斐には

仕事の有無も大きく関係していると考えられる。

そこで、次の分析では、年層ごとに仕事の有無

によって人生の充実感を比較してみた。図96

がその結果であるが、まず、20代から見ていく

と、人生が意味のないものに思えたり、嫌にな

ることが「ある」と答えた人は、有職者では

44．4パーセントで、無職者では34．0パーセント

であった。このように、人生が意味のないもの

に思えたり、嫌になることが「ある」という意

見には、20代の有職者と無職者との間で、10．4

ポイントの差がっいているが、カイ2乗検定を

したところ有意な差ではなかった。

　次は30代において見てみよう。30代では、人

生が意味のないものに思えたり、嫌になること

が「ある」と答えた人は、有職者では49．6パー

セントで、無職者では39．6パーセントであった。

このように、人生が意味のないものに思えたり、

嫌になることが「ある」という意見には、30代

の有職者と無職者との間で、10ポイントの差が

っいている。30代の意見のクロス集計をカイ2

乗検定したところ、10パーセント水準であった

が有意な差を認めることができた。

　最後に、40代では、人生が意味のないものに

思えたり、嫌になることが「ある」と答えた人

は、有職者では50．9パーセントで、無職者では

48．5パーセントであった。このように、人生が

意味のないものに思えたり、嫌になることが

「ある」という意見には、40代の有職者と無職

者との間での大きな差はなく、有職者と無職者
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とで「ある」と「ない」との意見も、ほぼ半々

に分かれている。

　こうして比較してみると、有意な差が確認で

きた30代においては、仕事をもっ既婚者におい

て人生への厭世観がより多く見られることが分

かった。30代だけに見られるこの結果は、何を

意味するのだろうか。さいごに、本稿の総括と

してその要因がどこにあるのか、これまでの分

析結果を振り返りながら考察してみたい。

7．おわりに

　女性の働き方には、子育てと家庭責任との意

識があるため、子どもが小さい場合には働くこ

とと働かないことの選択においては、葛藤が生

じる。そして、働くことの選択をした際でも、

フルタイムかパートタイムかというその働きか

たの選択においても、さらに葛藤が生じる結果

となっている（図3～5）。

　どの年代においても有職者の割合は4割を超

え、50代でも62．0パーセントに達している。注

目すべきは、子育て期の途中でもある40代にお

いて、74．5パーセントの女性が職に就いている

ということであった（図4）。なお、この40代

の有職者の割合は、各年代の有職者の割合をは

るかに上回るものであった。ただし、年齢ごと

にその就労の形態を見ると図5のようになり、

そこからフルタイムとパートタイムという2っ

の形態を、かならずしも自由に選べているとは

いえない状況が見受けられる。そして、未就学

の子どもを抱える30代において、40代や50代よ

りもフルタイムでの就労が多いことから、図3

で見た「女性の働き方として望ましいかたち」

におけるライフ・ステージごとに異なるフルタ

イムとパートタイムという2っの就労形態の希

望と、実際の就労形態の状態とには、大きなギャッ

プがあるのではないかといえる。

　もっとも、家族内において自分以外に家事の
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担い手がいる場合といない場合とでは、就労の

しやすさに影響があり、自分の親と同居してい

る際にもっとも就労にっながりやすいという結

果が得られた（表1）。また、20代の有職者で

子どものいる割合は53．3パーセントに対し、20

代の無職者で子どものいる割合は72．3パーセン

トと、19ポイントも無職者の方が高いという結

果も得られた（図7）。このように家族状況と

就労とは、相互に関連しているといえる。

　そして、就労と人生観をめぐる分析では、

「充実した人生を送るには子どもを持たなけれ

ばならない」という意見への賛否は、仕事の有

無に関わらず、20代から40代において、おおむ

ねのところ賛成が4割、反対が6割といように、

反対意見が大勢を占めていた（図8）。ところ

が、年層ごとに仕事の有無によって人生の充実

感を比較してみた図10の分析では、30代におい

て仕事をもっ既婚者において人生への厭世観が

より多く見られることが分かった。ふっう、仕

事をもっことは自己実現においてプラスの働き

をし、仕事のなかに人生の充実や達成感、ある

いは自分の存在意義といった要素を見いだすも

のとのイメージを思い浮かべがちである。

　しかし、30代における既婚女性は、仕事をも

っことによって同世代の仕事をもたない既婚女

性よりも、自分の人生をマイナスにとらえてい

る。これは30代の有職既婚女性が、他の年代の

女性たちよりも、とりわけ、同世代の専業主婦

層の女性たちと比べて仕事や家庭において厳し

い条件下におかれているからなのであろうか。

ただし、意識調査という限られた範囲内での分

析結果という限界から、意識調査の結果に現れ

た本人の実感を明らかにするためには、仕事の

有無によるライフ・チャンスの把握や、年層ご

との職業的地位、あるいは職業評定の構造分析

といった別視点のアプローチが必要となろう。

今後はそういった視点の分析を盛り込み、ライ
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フ・ステージにおける階層間格差を明らかにし

ていくことが課題である。

注

①　文部科学省提出版報告書名：『福祉社会の価

　値観に関する実証的研究」。期間：1999年度～

　2001年度　文部科学省科学研究費補助金（基盤

　研究（A）（2））。研究課題名：「福祉社会の

　価値観に関する実証的研究」。研究代表者：武

　川正吾（東京大学大学院人文社会系研究科）。

　共同研究者：白波瀬佐和子（国立社会保障人口

　問題研究所）、下平好博（明星大学）、高野和良

　（山口県立大学）、田渕六郎（名古屋大学）、田

　村誠（国際医療福祉大学）、野呂芳明（東京学

　芸大学）、平岡公一（お茶の水女子大学）、藤村

　正之（武蔵大学）、三重野卓（山梨大学）、森重

　雄（電気通信大学）、山田昌弘（東京学芸大学）、

　小渕高志（武蔵大学）、神山英紀（学術振興会）、

　菊地英明（東京大学）、上村泰裕（東京大学）、

　小坂啓史（武蔵大学）、祐成保志（東京大学）、

　以上所属は当時のまま。〔調査地域〕全国／

　〔調査対象〕満20歳以上の男女個人5，000人／

　〔抽出方法〕層化2段無作為抽出法／〔調査方

　法〕留め置き法（訪問回収）／〔有効回収数〕

　3，991（回収率79．8％）／〔調査実施〕中央調

　査社。〔調査内容〕：①「社会政策と社会意識」

　に関する国際比較変数　②福祉国家に対する基

　本的な価値・態度に関する変数　③基本的な態

　度に関する尺度　④社会政策への意見（i社会

　政策の基本的争点　li雇用　血年金　iv高齢化

　と介護　v少子化と育児　Ni教育　面医療　雨

　住宅　ix家族　x生活の質　xi生きがい政策）

　⑤フェイスシート項目。

　　本報告にあたって、研究代表者の武川正吾氏

　（東京大学）より、分析の際のデータ利用の許

　可を得た（2004年11月24日）。

②本調査は2000年4月に実施され、時期として

No．25

　は1995年SSM調査と2005年SSM調査の中間点

　にある。そのため、本調査を参照することで、

　95年と05年のSSM調査のインターバルをフォ

　ローすることができるように思う。

③　グラフ化において用いた質問文は、「問25．

　あなたは、次の（1）～⑤の意見について賛成です

　か、反対ですか？　（○はそれぞれひとっ）」と

　いうもので、その意見は、「（4）子どもが3歳に

　なるまでは母親が育てるべきだ」というもので

　ある。選択肢は、「1　賛成」、「2　どちらか

　といえば賛成」、「3　どちらともいえない」、

　「4　どちらかといえば反対」、「5　反対」の

　5っであり、集計の際には「3　どちらともい

　えない」を除いている。

④　「3歳児神話」が社会通念としてそこまでの

　不安を呼び起こすのは、科学的根拠があると人

　に信じられているからである。この科学的根拠

　があると信じられるにいたった経緯は、この社

　会通念が、心理学者のジョン・ボウルビィの愛

　着理論のなかからいわれていることに理由があ

　る。ボウルビィの愛着理論は、乳幼児と母親と

　の密接な絆の重要性を主張しているが、一方で

　不適切な母親に育てられる子どもの問題にも言

　及している。そして、乳幼児の愛着の対象とし

　ては、誰か1人の適切な養育者がその対象にな

　ることの意義は認めているが、それが「必ずし

　も母親とは限らない」（ボウルビィ　1976－91）

　ことも指摘している。

　　ところがこのボウルビィの学説は、大日向雅

　美の指摘によれば、注意深くその内容に沿って

普及していったわけではなく、結果として「母

親の愛情の質を吟味する動向をいっそう強めた」

　（大日向　1988）かたちで普及していってしまっ

　たという。すなわち、2歳や4歳ではなく、な

ぜ3歳なのかという年齢決定に関する根拠や育

児の担当者が母親でなければならないのはなぜ

がといった根拠がはっきりしないのに、科学的
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根拠があることとして、3歳までは母の手で育

　てるのが良いことだというかたちで普及していっ

　たのである。この3歳までは母の手で育てるべ

　きだという考え方が普及していった過程には、

　1961年に開始された3歳児検診とその背景となっ

　た池田勇人内閣の人づくり政策があるといわれ

　る。3歳児検診をめぐって展開した厚生省の政

　策は、母の手による家庭育児を推進するもので

　あって、問題児の多発現象は、明らかに家庭育

　児を放棄している家庭に多いという科学的解答

　が出ているといった内容を、妊娠中または出産

　直後の不安を抱いた女性達向けのテキストとし

　て、保健所や病院でそれを配ったことから伝達

　されていったという経緯がある。

　　3歳児神話のもととなったボウルビィの愛着

　理論にもとつくこれらの知識は、情報の源泉が

　研究の成果であったことが科学的根拠という正

　当性を与え、これが社会への普及に一役買って

　いることは確かなようである。家族をあぐる科

　学的知識が関与して生まれる学説は、専門家が

　関与していることだけで科学的な考え方である

　と受け取られやすく、それが妥当なものである

　かそうではないかの検討の時間もなく普及する

　ことがある。

⑤　野口やよい（2004）に詳しい。

⑥　質問文は、「F．12　あなたは、現在何か所得

　のある仕事をしていますか？（○は1っ）」と

　いうものである。選択肢は、「1　現在、仕事

　をしている」、「2　以前に仕事をしたことがあ

　るが、今は働いていない」、「3　まだ在学中

　（学生）で、常勤の仕事をしたことはない」、

　「4　これまで、所得のある仕事にっいたこと

　はない」である。このなかで、「3　まだ在学

　中（学生）で、常勤の仕事をしたことはない」

　を欠損値として集計からはずし、「1　現在、

　仕事をしている」を有職、「2　以前に仕事を

　したことがあるが、今は働いていない」と「4
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　これまで、所得のある仕事にっいたことはない」

　とを無職として集計し、その比率をグラフ化し

　た。

⑦　30代と40代との線型的な関連性を調べるため

　に、クラマーの連関係数を用いて計測したとこ

　ろ、Vニ0．265と有意の値を示した。

⑧図5のグラフは、F．12の回答で選択肢の1

　と2を選んだ回答者を対象とする就労形態を尋

　ねる付問1のなかから、フルタイムとパートタ

　イムとに該当する回答者の比率を、グラフ化し

　たものである。就労形態を尋ねた選択肢は、次

　のものである。「1　会社、団体等の役員」、

　「2　一般の雇用者（フルタイム）」、「3　臨時・

　パート・アルバイト」、「4　派造社員」、「5

　自営業者（あなたも含めて従業員9人以下）」、

　「6　家族従事者」、「7　内職者」。このうち、

　「2　一般の雇用者（フルタイム）」をフルタイ

　ムとして、「3　臨時・パート・アルバイト」

　をパートタイムとして集計した。なお、「1

　会社、団体等の役員」は少数例であることから

　集計から除外している。そして、「4　派遣社

　員」、「5　自営業者（あなたも含めて従業員9

　人以下）」、「6　家族従事者」、「7　内職者」

　は、今回の分析視点とは性格を異にするので、

　これらも集計からはずしている。図5の分析は、

　被用者におけるフルタイムとパートタイムとの

　比率や無職者の比率を、年層ごとに比較する視

　点で行った。

⑨40代と50代とにおいて、フルタイムの比率が

　下がるのは、「5　自営業者」と「6　家族従

　事者」と「7　内職者」が増えるため。ちなみ

　に、各年代別の他の就労形態の内訳を記すと、

　20代では、「1　会社、団体等の役貝」（3．5％）、

　「4　派造社員」（1．8％）、「5　自撒彗業者（あ

　なたも含めて従業員9人以下）」（3．5％）、「6

　家族従事者」（5．3％）、「7　内職者」（1．8％）

　となる。30代では、「1　会社、団体等の役員」
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　（5．7％）、「4　派遣社員」（0．8％）、「5　自営

　業者（あなたも含めて従業員9人以下）」（4．1

　％）、「6　家族従事者」（3．7％）、「7　内職者」

　（2．9％）となる。40代では、「1　会社、団体

　等の役員」（3．1％）、「4　派遣社員」（0．3％）、

　「5　自営業者（あなたも含めて従業員9人以

　下）」（6．9％）、「6　家族従事者」（8．6％）、

　「7　内職者」（2．9％）となる。50代では、「1

　会社、団体等の役員」（3．4％）、「4　派遣社員」

　（0％）、「5　自営業者（あなたも含めて従業員

　9人以下）」（11．2％）、「6　家族従事者」（10．1

　％）、「7　内職者」（3．4％）となる。

⑩30代と40代とにおいて、集計値の関連性をク

　ラマーの連関係数で計測したところ、V＝0．15

　で、有意な関連があった。

⑪所得のある仕事に就いているか否かを尋ねた

　F12で、「1　現在、仕事をしている」と「2

　以前に仕事をしたことがあるが、今は働いてい

　ない」との回答者を対象に、職種にっいて尋ね

　た付問を用意している。本稿の掲載にあたって

　グラフの作成の際には、過去の最長職は除外し、

　現職のみに絞って集計した。職種を尋ねた質問

　文は、「F12付問2．職種はこの中のどれにあ

　てはまりますか？（○は1っ）」というもの。

　選択肢は、「1　専門的・技術的職業」（専門）、

　「2　管理的職業」（管理）、「3　事務的職業」

　（事務）、「4　販売的職業」（販売）、「5　サー

　ビス的・保安的職業」（サービス）、「6　運輸・

　通信適職業」（通信）、「7　技能労働者」（熟練）、

　「8　一般作業員」（非熟練）、「9　農林漁業」

　（農林漁業）、「10その他」である（カッコ内

　は、図6における凡例）。

　　これらを、子どもをもつ有職既婚女性にのみ

対象を絞り、10歳刻みの年層で集計したところ、

　「2　　管理白勺職業」、　「6　　運輸・通｛言適印哉業」、

「9　農林漁業」、「10　その他」のセルで、サ

　ンプルが非常に少なかったため（セル度数が5

No．25

以下）集計から除外している。そのため、事務、

非熟練、専門、販売、サービスの5っのカテゴ

リで再集計したものをグラフ化している。

　なお、管理職を集計からはずしている理由は、

本調査の実施年に近く、参照できる項目が含ま

れている平成10年度の労働力調査と照らし合わ

せた結果、職業分布にっいて管理職の割合が本

調査において8．3％と労働力調査3．43％のほぼ

倍近い数値がでているため。このように本調査

における職業分布上の特性が発見されたため、

職業分布上の偏りの影響を受けないよう、安全

を見て本稿では集計に含めてはいない。

　その他で労働力調査（平成10年度版）と本調

査との比較をしてみると、従業上の地位は、労

働力調査では自営が11．71％で、本調査が16．5

％と多く、その分雇用者の割合が労働力調査

82．64％に対して78．0％と少なめであった。家

族従業者については、労働力調査が5．65％に対

して本調査5．5％と高い整合性を示した。そし

て、前述した個別の職業分布についても、最も

大きな違いは管理職の割合が本調査において

8．30％と労働力調査3．43％のほぼ倍近い数値が

でているが、その分事務職の割合が少なく出て

おり、職種において事務職であっても課長以上

の管理職に就いているものは管理職におちたよ

うである。

　ちなみに、労働力調査の事務職の割合は

19．80％。サービス職の割合も本調査が13．30％

に対して、労働力調査では10．09％と少し多め

にでている。最後に大きな違いは、労働力調査

での技能・生産工程工が25．22％であるのに対

して、本調査では「技能労働者」と「一般作業

員」の間でうまく熟練と非熟練の棲み分けがで

きたように解釈が可能である。以上の労働力調

査と比較した本調査の職業分布上の特性は、共

同研究者の白波瀬佐和子氏より指摘されたもの

である。議論の詳細は下記を参照。
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　（http：／／www．1．u－tokyo．ac．jp／　takegawa／

　spsc／occupation＿syntax．doc）

⑫30代と40代とにおいて、集計値の関連性をク

　ラマーの連関係数で計測したところ、V＝

　0．161で、有意な関連があった。

⑬　30代と40代とにおける専門職の増減は、本文

　で後に述べる40代の復職の困難さもさることな

　がら、学歴差による影響も大きいと考えられる。

　つまり、40代よりも30代で学歴が高いことから、

　30代において教職員などの専門職が多いためで

　あろう。紙幅の制約により詳しい結果は割愛す

　るが、本調査では、有職既婚女性で短大卒以上

　の学歴保有者は、30代（N＝286）において45．1

　パーセント、40代（N＝386）において40．7パー

　セントというように、30代のほうが4．4ポイン

　ト多い結果となっている（カイ2乗検定は1パー

　セント水準で有意）。

⑭　産休や育児休業などの法的整備が進んでも、

　上級公務員と派遣社員とを比べた場合、その取

　得率には大きな開きがある。とくに派追社員や

　契約社員の場合、「40歳定年制」といわれるよ

　うな定説があり、産休や育児休業取得後の復職

　率も低いのが現状である。

⑮　この間の質問文は次の通り。「問27．次の（1）

　～（7）の考え方にっいて、あなたは賛成ですか、

　反対ですか？（○はそれぞれ1っ）／⑤人は充

　実した人生を送るには、子どもをもたなければ

　ならない」。選択肢は、「1　賛成」、「2　どち

　らかといえば賛成」、「3　どちらかといえば反

　対」、「4　反対」。なお、無回答は欠損値とし、

　集計には含めていない。

⑯　質問文は次の通り、「問33．自分の人生があ

　まり意味ないものに思えたり、嫌になったりす
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ることがありますか？（○は1っ）」。選択肢は、

「1　よくある」、「2　ときどきある」、「3

あまりない」、「4　ほとんどない」の4っで、

無回答は欠損値とし、集計からはずしている。

また、集計の際は、「1　よくある」と「2

ときどきある」とを合算し、「ある」として表

示し、「3　あまりない」と「4　ほとんどな

い」とを合算し、「ない」と表示している。
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